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平成１９年３月期    中間決算短信（連結）        平成１８年１１月１６日 
上 場 会 社 名        秩 父 鉄 道 株 式 会 社                      上 場 取 引 所 ＪＡＳＤＡＱ 
コ ー ド 番 号         ９０１２                                     本社所在都道府県 埼 玉 県 
（ＵＲＬ  http://www.chichibu-railway.co.jp ） 
代  表  者  役職名 代表取締役社長  氏名 荒 舩 重 敏 
問合せ先責任者  役職名 取締役総務部長  氏名 四方田俊男     ＴＥＬ (048) 523 － 3311 
決算取締役会開催日 平成１８年１１月１６日 
親会社等の名称 太平洋セメント株式会社（コード番号：5233） 親会社等における当社の議決権所有比率 58.3％ 
米国会計基準採用の有無   無 
 
１． 18 年 9 月中間期の連結業績（平成 18 年 4 月 1日～平成 18 年 9月 30 日） 
(1) 連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

3,468      △5.2 
3,658        2.2 

291       11.0 
262       24.3 

260       50.7 
172       15.3 

18 年 3 月期 7,131            440            317            
 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益 

 百万円    ％ 円  銭 円  銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

197       26.8 
155       12.8 

13  24 
10   49 

－    
－    

18 年 3 月期 334            22   50 －     
(注)①持分法投資損益    18 年 9 月中間期  － 百万円   17 年 9 月中間期    － 百万円    18 年 3 月期   － 百万円 

    ②期中平均株式数(連結) 18 年 9 月中間期 14,933,572 株   17 年 9 月中間期 14,856,577 株    18 年 3 月期 14,857,493 株 

    ③会計処理の方法の変更    無 

    ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)連結財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

25,225     
25,508     

8,059    
8,049    

31.9   
31.6   

539    80 
541    89 

18 年 3 月期 26,089     8,111    31.1   543    09 
(注)期末発行済株式数（連結）  18 年 9 月中間期 14,931,131 株   17 年 9 月中間期 14,854,927 株   18 年 3 月期 14,936,269 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

160     
509     

△19    
△282    

△474     
△376     

780    
1,075    

18 年 3 月期 637     △417    △329     1,114    
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
   連結子会社数  10 社  持分法適用非連結子会社数  － 社  持分法適用関連会社数  － 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
   連結 (新規)   － 社 (除外)   － 社    持分法 (新規)   － 社 (除外)  － 社 
 
２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4月 1日～平成 19 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

通   期 6,880     300     280     
(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  18 円 75 銭 

 

 

 

※ 上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
※ 上記予想は、本資料作成時点で入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、 
  今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。 

 



 
2

１．企業集団の状況 
（１）企業集団の概況 

 当社の企業集団は、当社・子会社１２社で構成され、その営んでいる主要な事業内容を事業

の種類別セグメントに関連付けて示すと、次のとおりであります。  

 

  ① 運輸業（５社） 

事 業 内 容 会      社      名 

鉄 道 事 業 当社 

索 道 事 業 当社、◎宝登興業㈱（Ａ） 

旅 客 運 送 事 業 ◎秩父鉄道観光バス㈱（Ａ） 

タ ク シ ー 事 業 ◎秩鉄ハイヤー㈱（Ａ）、◎秩鉄タクシー㈱（Ａ） 

   

② 不動産業（１社） 

事 業 内 容 会      社      名 

不 動 産 分 譲 事 業 当社 

不 動 産 賃 貸 事 業 当社 

注 文 住 宅 請 負 事 業 当社 

   

③ レジャー・サービス業（４社） 

事 業 内 容 会      社      名 

遊 船 ・ 動 物 園 業 当社 

飲 食 業 当社、◎㈱熊倉高原センター、◎宝登興業㈱（Ａ）、◎㈱秩鉄かんぽサービス

   

④ 卸売業（１社） 

事 業 内 容 会      社      名 

卸 し ・ 販 売 業 ◎㈱秩鉄商事（Ａ）（Ｂ）（Ｃ） 

   

⑤ その他事業（６社） 

事 業 内 容 会      社      名 

建 設 業 ◎㈱秩父建設（Ａ）（Ｃ） 

電 気 工 事 業 ◎秩鉄興業㈱（Ａ）（Ｃ） 

旅 行 業 当社、◎秩父観光興業㈱（Ａ） 

そ の 他 業 ○㈱長瀞不動寺奉賛会、○秩父観光㈱ 

   

（注）１ ◎は連結子会社、○は非連結子会社を示しております。 

     ２ 連結子会社は 10 社、非連結子会社は 2社であります。 

３ 上記部門の会社数には当社及びその他連結子会社が重複しております。 

     ４ 当社は（Ａ）の会社に対して施設等の賃貸を行っております。 

     ５ 当社は（Ｂ）の会社に対して棚卸資産の購入を行っております。 

     ６ 当社は（Ｃ）の会社に対して業務を委託しております。 
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事業系統図は次のとおりであります。 
 
 
 
 
 
 

 

 

お  客  様 ・ 取  引  先 

当 社 
 

鉄道事業  索道事業 
 
観光事業  不動産事業

 
レジャー・サービス業 

  
（子会社） 
◎㈱熊倉高原センター 
◎宝登興業㈱ 
◎㈱秩鉄かんぽサービス 

 
卸 売 業 

 
（子会社） 
◎㈱秩鉄商事 
 

（注）１ ◎は連結子会社、○は非連結子会社を示しております。 
   ２ 複数のセグメントを営んでいる子会社は重複して記載しております。 
   ３ 矢印はサービスの提供、取引を示しております。 
 

 
運 輸 業 

 
（子会社） 

◎宝登興業㈱ 

◎秩父鉄道観光バス㈱ 

◎秩鉄ハイヤー㈱ 

◎秩鉄タクシー㈱ 

 
そ の 他 事 業 

 
（子会社） 

◎㈱秩父建設 

◎秩鉄興業㈱ 

◎秩父観光興業㈱ 

○㈱長瀞不動寺奉賛会 

○秩父観光㈱ 
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２．経営方針 
（１）会社の経営の基本方針  
 当社グループは、運輸業、不動産業、レジャー・サービス業、卸売業、その他事業を営む当

社と子会社１２社で構成されており、経営理念として①お客様に対し、安全でゆとりとやすら

ぎのある快適なサービスを提供する、②沿線地域社会の発展と環境保全に貢献する、③これら

を実現するため経営資源の充実と経営基盤の強化に全力を傾注する、を掲げ人々の豊かな生活

と未来を築くことを目指します。 
  
（２）会社の利益配分に関する基本方針 
 利益配分につきましては、中長期的な視野に立って、事業展開と財務体質の強化を図りなが

ら、経営基盤の確保と株主に対する利益還元を経営の重要課題と認識しております。 
 

（３）目標とする経営指標 

 株主の皆様からお預かりしております株主資本は、収益向上のため有効に活用させて頂いて

おりますが、目標とする経営指標等につきましては、現在全社一丸となって収益構造の改善と

累積損失の解消に取り組んでいるところであり、安定的収益見通しの確立を待って設定いたし

たいと存じます。 

 

（４）中長期的な会社の経営戦略 

 中期経営計画（2006 年度～2008 年度）において、次のとおり計画を推進してまいります。 

①安全対策として、安全性向上に向けたレールの重軌条化、コンクリート枕木化、老朽化した

施設、設備の更新等を順次実施してまいります。②増収対策として、駅周辺をはじめとする社

有地の有効利用を図り、沿線の活性化と増収を目指してまいります。③サービス向上策として、

駅のバリアフリー化、駅舎の補修、車両の更新、ダイヤ改正等実施してまいります。また、グ

ループ各社においても、それぞれの知恵や工夫、または、グループ間の相互連携により総体と

して営業収益を増大させ、全部門・全グループの黒字化を目指します。なお、繰越損失の早期

解消を図るとともに、持続的な成長を実現させ、株主の皆様をはじめ、お客様、沿線地域社会

の信頼に応えられる企業グループを目指してまいります。 

  

（５）会社の対処すべき課題 

経済のグローバル化、情報技術革新、少子高齢化など、当社グループを取り巻く環境は大き

く変貌を遂げております。また、社会貢献活動、環境対策、コンプライアンスなど企業の社会

的責任（ＣＳＲ）への取り組みも、21 世紀における企業経営の大きな課題といえます。 

当社グループは運輸業の最大の使命であります輸送の安全確保を最優先し、施設・設備の更

新、改善等を計画的に実施いたします。また、沿線自治体や他の交通機関、観光施設等との協

力・連携により、観光開発と旅客誘致をより一層推進するとともに、利用者のニーズに対応し

た新商品の開発等を進め、収益の確保並びに増大とサービス向上に努めてまいります。 

 
（６）内部管理体制の整備・運用状況 

① 当社の内部牽制組織、組織上の業務部門及び管理部門の配置状況、社内規程の整備状況
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その他内部管理体制の整備の状況 

   当社は各種規程類により職務分掌、職階、職務権限、決裁事項、決裁者等が明確に規定さ

れており、業務の効率的な運営及び責任体制の確立と組織的な相互牽制を図っております。

また、社内規程の整備につきましては、必要規程を既に策定しており、法令等の改正、内部

管理体制の整備等に対応し、適宜改正等を実施し、整備しております。 

② 内部管理体制の充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況 

本年５月、内部統制システム構築の基本方針を取締役会で決議したほか、引き続き内部統

制システムの整備を進めております。 

 

（７）その他、会社の経営上重要な事項 
  該当事項はありません。 
 
３．経営成績及び財政状態 
（１）経営成績 
① 当中間期の概況 
 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益や民間設備投資の増加、雇用・所得

環境の改善による個人消費の増加など、回復基調で推移いたしました。しかし、家計におけ

る好況感が薄いことや、都市と地方、大企業と中小企業間における、景気回復状況の格差が

指摘されているところです。 

 当社グループをとりまく環境は、中核となる運輸業をはじめとして、モータリゼーション

の進展や沿線自治体の人口の減少、少子高齢化および沿線の景気回復の遅れなどによって、

利用人員の減少傾向が続き、厳しい経営環境にあります。このような情勢下にありまして、

首都圏からの観光客誘致を図り、沿線自治体や他の交通機関、観光施設などと連携した積極

的な営業活動を推進いたしましたが、営業収益は、運輸業・不動産業・卸売業・レジャー・

サービス業において前年同期に比べて減少となりました。 

 当中間期の連結営業収益は、3,468,675 千円、前年同期に比べて 5.2％減少いたしました。

経常利益は 260,382 千円（前年同期比 50.7％増）、中間純利益は 197,763 千円（前年同期比

26.8％増）となりました。 

 また、当社の営業収益は、2,483,821 千円、前年同期に比べて 3.4％減少いたしました。

経常利益は 249,798 千円（前年同期比 7.4％増）、中間純利益は 192,490 千円（前年同期比

26.1％増）となりました。 

 なお、セグメント別の状況は次のとおりです。 

［運輸業］ 

鉄道事業におきましては、輸送の安全確保が最大の使命であることから、施設面におきま

して、法面の災害防除工事、急行車両の更新、駅舎等施設の改善、補修などを実施いたしま

した。営業面におきましては、観光の目玉としてＳＬ列車の運行、イベントに合わせた特別

列車の運行、各種ハイキングの開催等実施いたしました。また、前年に引き続き、広瀬川原

車両基地において、2006 わくわく鉄道フェスタを開催いたしました。その結果、旅客部門に

おきましては、輸送人員 4,468 千人（前年同期比 0.3％減）、旅客収益 1,083,947 千円（前年

同期比 0.9％減）となりました。貨物部門におきましては、国内のセメント需要減等により、
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輸送トン数は 1,227 千トン（前年同期比 7.4％減）、貨物収益は 732,713 千円（前年同期比

5.6％減）となりました。 

 以上の結果、鉄道事業の営業収益は、運輸雑収を含めまして 1,963,246 千円（前年同期比

2.0％減）となりました。 

索道事業におきましては、三峰索道につきましては、安全を考慮して５月から運転を休止

しており、減収となりました。また、バス事業及びタクシー事業におきましても、利用人員

の減少とともに、燃料価格の上昇により、厳しい経営状況にあります。 
運輸業全体といたしましては、営業収益は 2,446,158 千円（前年同期比 3.2％減）となり

ました。 
［不動産業］ 

 不動産業におきましては、請負工事が前年同期に比べて増加となりましたが、沿線の景気

回復の遅れもあり、土地建物販売や営業収益の柱である不動産貸付収入が前年同期に比べて

減少するなど依然厳しい環境にあり、営業収益は 293,606 千円（前年同期比 6.8％減）とな

りました。 

［卸 売 業］ 

 卸売業におきましては、売店等における売り上げが伸び悩み、営業収益は 367,359 千円（前

年同期比 2.3％減）となりました。 

［レジャー・サービス業］ 

 レジャー・サービス業におきましては、天候不順の影響を受け、前年同期に比べ利用人員

の減少が目立ち、長瀞遊船の営業収益が前年同期に比べて 6.1％減になるなど総体的に低調

に推移し、営業収益は 409,159 千円（前年同期比 14.9％減）となりました。 

［その他事業］ 

 その他事業におきましては、営業収益は 258,768 千円（前年同期比 0.9％増）となりまし

た。 

 
② 通期の見通し 
通期の見通しにつきましては、景気は回復基調にあるものの、原油価格の高止りや長期金

利の上昇、中国経済の動向、米国経済の減速懸念等不安材料もあり、先行きについては、な

お不透明な状況にあります。このような状況下、運輸業におきましては、最大の使命であり

ます輸送の安全確保を最優先し、施設・設備の更新、改善等を計画的に実施してまいります。

また、当社グループとして、沿線自治体や他の交通機関、観光施設等との協力・連携により、

観光開発と旅客誘致をより一層推進するとともに、利用者のニーズに対応した新商品の開発

を進め、営業収益の増加とサービスの向上に努めてまいります。 

  よって、当社グループの平成 18年度における通期見通しは次のとおりです。 
売 上 高 6,880百万円 
経 常 利 益 300百万円 
当期純利益 280百万円 

 
（２）財政状態 
 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会



 7

計期間末に比べ 333百万円減少し、780百万円となりました。 
 ［営業活動によるキャッシュ・フロー］ 
営業活動の結果得られた資金は、160 百万円となりました。これは主に税金等調整前利益

256百万円、減価償却費 208百万円が計上されたこと及び退職給付引当金の減少額 115百万
円、売上債権の増加額 200百万円によるものです。 
［投資活動によるキャッシュ・フロー］ 
投資活動により支出した資金は 19 百万円となりました。これは主に固定資産取得による
支出 260百万円及び工事負担金等受入による収入 230百万円によるものです。 
［財務活動によるキャッシュ・フロー］ 
財務活動により支出した資金は 474百万円となりました。これは主に短期借入金の増加額

104百万円と、長期借入金の返済による支出額 577百万円を反映したものです。 
 
（３） 事業等のリスク 
 当社グループの業績、株価および財政状況に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下

のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は本資料提出日現在において当社

グループが判断したものです。 
① 法的規制について 
 当社グループは鉄道事業を中心に事業を展開しておりますが、鉄道事業法、道路運送法を

はじめ法令・規則等の規制を受けており、これら法令等の変更・強化によって、当社グルー

プの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
② 自然災害等について 
 当社の路線は、羽生駅から三峰口駅までの本線と武川駅から熊谷貨物ターミナル駅までの

貨物線であり、当社グループの施設、設備も鉄道沿線に集中しているため、地震等の自然災

害によって多大な損害をうける可能性があります。 
 また、施設等の復旧までの間、列車の運休や遅延、その他による営業収益の減少と施設・

設備の修復及び代替輸送のために、多額の費用を要することとなる可能性があります。 
③ 依存度の高い取引先について 
 当社は親会社である太平洋セメント株式会社のセメント原料等を輸送しており、その営業

収益は全営業収益の約３０％を占めております。そのため、当社の業績は太平洋セメント株

式会社の輸送方法の変更、輸送量の減少等によって影響を受ける可能性があります。 
④ 金利の変動について 
 当社グループは鉄道事業を中心に継続的に設備投資を行なっており、その資金は金融機関

等からの借入により調達しておりますが、金利の変動によって、当社グループの業績や財務

状況に影響を及ぼす可能性があります。 
⑤ 原油価格の変動について 
 運輸業においては、その動力を原油に依存しており、電気やガソリン、軽油などの価格が

大きく変動した場合には、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
⑥ 事故等の発生について 
 当社グループの事業において、ヒューマンエラー、機器の障害、テロ等により大事故が発

生した場合、事業運営に支障が生じるとともに、車両・施設の復旧、補償等に多額の費用が
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発生し、当社グループの業績や財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 
 
（４） その他 
 本資料の中で記述しております通期の見通し等将来についての事項は、本資料の発表日現

在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績等は今後さまざまな要

因により予想と異なる場合があります。 
 
 
 
 
 
 
 
 



中間連結財務諸表等
　①中間連結貸借対照表

（資産の部）

1． 783,678 1,078,309 1,117,307

2． 698,412 559,759 497,893

3． 337,182 389,278 356,514

4． 138,892 120,180 354,223

5． △ 113,349 △ 121,815 △ 116,306

1,844,816 2,025,711 2,209,633

1． 有形固定資産

(1） 13,036,471 12,972,827 13,036,471

△ 8,161,403 4,875,068 △ 7,946,153 5,026,673 △ 8,042,290 4,994,181

(2） 5,667,967 5,917,523 5,759,890

△ 4,822,020 845,946 △ 5,052,663 864,859 △ 4,954,866 805,024

(3） 15,839,739 15,857,838 15,853,275

(4） 4,500 － －

(5） 705,873 713,310 720,587

△ 560,745 145,128 △ 592,556 120,753 △ 591,317 129,270

　有形固定資産合計 21,710,382 21,870,125 21,781,751

2． 無形固定資産 26,399 27,607 27,726

3． 投資その他の資産

(1） 1,569,618 1,508,010 1,996,364

(2） 1,027 － 1,105

(3） 72,868 77,148 73,031

(4） △ 7 － －

　　投資その他の資産合計 1,643,507 1,585,159 2,070,502

23,380,289 23,482,891 23,879,980

25,225,106 25,508,603 26,089,613

期 別

Ⅰ　流動資産

科 目

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

機械装置及び運搬具

減 価 償 却 累 計 額

投 資 有 価 証 券

そ の 他

資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

建 物 及 び 構 築 物

そ の 他

減 価 償 却 累 計 額

土 地

建 設 仮 勘 定

減 価 償 却 累 計 額

（単位：千円）

当中間連結会計期間末

（平成18年9月30日現在） （平成18年3月31日現在）

前 連 結 会 計 年 度 の

要 約 連 結 貸 借 対 照 表
前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日現在）

金 額金 額 金 額

Ⅱ　固定資産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

た な 卸 資 産

そ の 他
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（負債の部）

1． 228,558 300,961 222,628

2． 2,459,931 2,372,154 2,392,139

3． 78,888 59,435 45,629

4． 460 － 481

5． 275,596 290,599 267,467

6． 71,151 63,317 47,709

7． 477,594 363,082 456,579

8． 108,829 139,221 98,061

9． 336,832 266,977 440,351

4,037,844 3,855,750 3,971,048

1． 2,513,656 3,053,420 3,054,706

2． 570,723 545,658 742,436

3． 6,374,960 5,939,188 6,379,042

4． 2,879,287 3,197,741 2,994,844

5． 28,750 17,250 23,000

6． 760,049 843,564 806,448

13,127,427 13,596,823 14,000,477

17,165,272 17,452,574 17,971,526

（少数株主持分）

少数株主持分 － 6,253 6,406

（資本の部）

Ⅰ資本金 － 750,000 750,000

Ⅱ資本剰余金 － 14,109 22,222

Ⅲ利益剰余金 － △ 2,330,904 △ 2,169,590

Ⅳ土地再評価差額金 － 8,831,237 8,419,896

Ⅴその他有価証券評価差額金 － 810,452 1,102,670

Ⅵ自己株式 － △ 25,120 △ 13,518

－ 8,049,775 8,111,680

－ 25,508,603 26,089,613

そ の 他

流 動 負 債 合 計

Ⅱ　固定負債

負 債 合 計

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

長 期 借 入 金

Ⅰ　流動負債

未 払 法 人 税 等

繰 延 税 金 負 債

負債、少数株主持分及び資本合計

資 本 合 計

繰 延 税 金 負 債

賞 与 引 当 金

長 期 預 り 金

特 別 修 繕 引 当 金

固 定 負 債 合 計

（単位：千円）

（平成17年9月30日現在）

金 額

期 別 前中間連結会計期間末

（平成18年3月31日現在）

金 額
科 目

前 受 金

前 連 結 会 計 年 度 の

要 約 連 結 貸 借 対 照 表

支払手形及び買掛金

短 期 借 入 金

当中間連結会計期間末

（平成18年9月30日現在）

金 額

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用
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（純資産の部）

Ⅰ株主資本

1． 750,000 － －

2． 22,222 － －

3． △ 1,965,757 － －

4． △ 15,036 － －

△ 1,208,571 － －

Ⅱ評価・換算差額等

1． 847,688 － －

2． 8,413,826 － －

9,261,515 － －

Ⅲ少数株主持分 6,890 － －

8,059,833 － －

25,225,106 － －

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

その他有価証券評価
差額金

土 地 再 評 価 差 額金

純 資 産 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

（平成17年9月30日現在）
科 目

負債純資産合計

　株主資本合計

　評価・換算差額等合計

前 連 結 会 計 年 度 の

要 約 連 結 貸 借 対 照 表

自 己 株 式

（平成18年3月31日現在）

金 額 金 額 金 額

前中間連結会計期間末

（平成18年9月30日現在）

期 別 当中間連結会計期間末
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②中間連結損益計算書

（単位：千円）

Ⅰ 3,468,675 3,658,831 7,131,091

Ⅱ

1 2,327,186 2,495,015 4,953,195

2 850,370 901,612 1,737,170

291,118 262,203 440,725

Ⅲ

1 75 16 33

2 8,788 9,811 9,812

3 27,456 21,662 55,302

36,320 31,490 65,147

Ⅳ

1 62,764 72,832 140,276

2 － 43,179 37,670

3 4,291 4,851 10,192

67,056 120,864 188,139

260,382 172,830 317,734

Ⅴ

1 144 － 49,600

2 － 126,662 128,815

3 － － 261,281

144 126,662 439,696

Ⅵ

1 3,185 － 4,341

2 797 212 734

3 － 97,002 97,002

4 － － 281,530

3,982 97,214 383,609

256,544 202,278 373,821

62,268 45,201 27,486

△ 4,025 1,406 12,247

537 △ 246 △ 190

197,763 155,916 334,278

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

特 別 利 益

至 平成18年3月31日

期 別

科 目

運輸業等営業費及び売上原価

営 業 収 益

営 業 費

営 業 外 費 用

計

受 取 配 当 金

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

支 払 利 息

前 連 結 会 計 年 度 の

要約連結損益計算書

自 平成17年4月1日

そ の 他

前中間連結会計期間

自 平成17年4月1日

至 平成17年9月30日

当中間連結会計期間

至 平成18年9月30日

自 平成18年4月1日

減 損 損 失

税金等調整前中間（当期）純利益

そ の 他

固 定 資 産 除 却 及 び 撤 去 費

特 別 損 失

計

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

計

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

そ の 他

少数株主利益又は少数株主損失(△）

法 人 税 等 調 整 額

有 価 証 券 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

固 定 資 産 売 却 益

営 業 利 益

そ の 他

経 常 利 益

営 業 外 収 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

受 取 利 息

計
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③中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書

中間連結剰余金計算書

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 14,106 14,106

Ⅱ 資本剰余金増加高

1 自己株式処分差益 3 3 8,115 8,115

Ⅲ 14,109 22,222

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △ 2,484,729 △ 2,484,729

Ⅱ 利益剰余金増加高

1 中間（当期）純利益 155,916 334,278

2 土地再評価差額金取崩額 － 155,916 － 334,278

Ⅲ 利益剰余金減少高

1 土地再評価差額金取崩額 2,091 2,091 19,139 19,139

Ⅳ △ 2,330,904 △ 2,169,590

中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　　至平成18年9月30日）

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

土地再評価差
額金

評価・換算差
額等合計

6,069

6,069 6,069

金額（千円）区　分

前連結会計年度の

自　平成17年４月１日

至　平成18年３月31日

前中間連結会計期間
連結剰余金計算書

資本剰余金中間期末（期末）残高

利益剰余金中間期末（期末）残高

自　平成17年４月１日

至　平成17年９月30日

金額（千円）

中間連結会計期間中の変動額

中間純利益

自己株式の取得

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の
変動額（純額）

土地再評価差額金取崩額

平成18年9月30日　残高

（千円）

少数株主持分

株主資本

203,833

483 △ 58,253

△ 1,518

483 △ 260,568

9,261,515 6,890 8,059,833847,688 8,413,826
平成18年9月30日　残高

（千円）

△ 254,981 △ 6,069 △ 261,051
中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）

△ 254,981 △ 6,069 △ 261,051

197,763

1,102,670 8,419,896

評価・換算差額等

平成18年3月31日　残高

（千円）
9,522,566 8,118,087

△ 1,965,757 △ 15,036 △ 1,208,571

純資産合計

6,406

△ 1,518

202,314

197,763 197,763

△ 1,518

△ 1,518

△ 2,169,590 △ 13,518 △ 1,410,886750,000 22,222

750,000 22,222

株主資本以外の項目の中間連結会計期間中の
変動額（純額）

自己株式の取得

中間連結会計期間中の変動額合計

（千円）
－ －

土地再評価差額金取崩額

中間純利益

中間連結会計期間中の変動額

平成18年3月31日　残高

（千円）
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　④中間連結キャッシュ・フロー計算書

自　平成18年4月 1日 自　平成17年4月 1日 自　平成17年4月 1日

至　平成18年9月30日 至　平成17年9月30日 至　平成18年3月31日

金 額 金 額 金 額
営業活動によるキャッシュ・フロー

256,544 202,278 373,821
減価償却費 208,371 200,323 427,298
退職給付引当金増減額（△：減少） △ 115,556 △ 123,996 △ 326,893
賞与引当金の増減額（△：減少） 8,128 1,478 △ 21,652
貸倒引当金増減額（△：減少） △ 2,949 43,179 37,670
特別修繕引当金の増減額（△：減少） 5,750 5,750 11,500
受取利息及び受取配当金 △ 8,864 △ 9,828 △ 9,845
支払利息 62,764 72,832 140,276
固定資産売却益 △ 144 － △ 49,600
固定資産除売却損 6,561 1,130 23,370
減損損失 － 97,002 97,002
投資有価証券売却益 － △ 126,662 △ 128,815
売上債権の増減額（△：増加） △ 200,518 △ 37,630 24,234
たな卸資産の増減額（△：増加） 19,331 17,584 50,348
その他の流動資産増減額（△：増加） △ 17,052 198,928 193,216
未払費用の増減額（△：減少） 21,215 11,769 105,703
その他の流動負債増減額（△：減少） 38,526 8,758 △ 71,487
仕入債務の増減額（△：減少） 5,930 67,474 △ 10,858
長期預り金の増減額（△：減少） △ 46,398 △ 43,068 △ 80,184
その他 △ 5,544 △ 6,544 △ 1,445

236,094 580,759 783,659
利息及び配当金の受取額 8,864 9,828 9,845
利息の支払額 △ 61,656 △ 73,009 △ 139,208
法人税等の支払額 △ 23,085 △ 7,823 △ 16,472

160,216 509,754 299,025

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産取得による支出 △ 260,716 △ 687,652 △ 915,876
固定資産売却等による収入 10,790 251 55,728
投資有価証券の取得等による支出 △ 2 △ 601 △ 801
投資有価証券の売却等による収入 － 129,300 132,324
その他投資による支出 △ 3,016 － －
その他投資等回収による収入 2,940 2,029 5,921
工事負担金等受入による収入 230,936 274,477 304,764
その他 － 62 61

△ 19,069 △ 282,133 △ 417,877

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純増減額（△：減少額） 104,120 76,620 △ 5,160
長期借入による収入 － 115,948 865,948
長期借入金の返済による支出 △ 577,377 △ 568,194 △ 1,215,143
子会社保有の親会社株式売却による収入 － － 28,400
自己株式の純増減額（△：増加額） △ 1,518 △ 879 △ 3,878

△ 474,776 △ 376,504 △ 329,832

△ 333,629 △ 148,883 △ 109,885
現金及び現金同等物期首残高 1,114,145 1,224,031 1,224,031

780,516 1,075,148 1,114,145

（単位：千円）

小 計

税金等調整前中間（当期）純利益

項 目

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間
前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

現金及び現金同等物中間期末（期末）残高

現金及び現金同等物の増減額（△：減少額）

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー
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　　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　1. 連結の範囲に関する事項

（1）連結子会社の数 10 社

主要な連結子会社の名称

　宝登興業㈱

　㈱熊倉高原ｾﾝﾀｰ

　秩鉄ハイヤー㈱

　秩鉄タクシー㈱

　㈱秩鉄商事

　㈱秩父建設

　秩鉄興業㈱

　㈱秩鉄かんぽサービス

　秩父観光興業㈱

　秩父鉄道観光バス㈱

（２）主要な非連結子会社の名称等

主要な非連結子会社の名称

　秩父観光㈱

　㈱長瀞不動寺奉賛会

（連結の範囲から除いた理由）

　２. 持分法の適用に関する事項

　３. 連結子会社の中間決算日等に関する事項

　全ての連結子会社の中間期の末日は、中間連結決算日と一致しております。

　４.

(１)　重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの

　移動平均法による原価法

② たな卸資産

分譲土地建物　　個別法による原価法

小売業商品　　　主として最終仕入原価法

(２)　重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　有形固定資産

　　無形固定資産

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

(３)　重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

② 賞与引当金

③ 退職給付引当金

　過去勤務債務については、平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により費用処理して
おります。

　また、数理計算上の差異については、平均残存勤務期間内の一定の年数（5年）による定額法により按
分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。

　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間
連結会計期間末に発生していると認められる額を計上しております。

　非連結子会社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利
益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためで
あります。

　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）によっております。

　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検
討して計上しております。

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額を計上しております。

　持分法を適用していない非連結子会社（秩父観光㈱・㈱長瀞不動寺奉賛会）は、それぞれ中間純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結
財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用範囲から除外し
ております。

　定額法によっております。

会計処理基準に関する事項

　主として定率法によっておりますが、当社の不動産事業及び一部の子会社に係る有形固定資産、並
びに平成10年4月1日以降に取得した建物(附属設備は除く）は定額法によっております。
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④ 特別修繕引当金

(４)　重要なリース取引の処理方法

(５)　重要なヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

② ヘッジ手段とヘッジ対象

③ ヘッジ方針

④ ヘッジ有効性評価の方法

(６)　その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項

① 工事負担金等の処理

② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　５. 中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金の範囲

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財務諸表規則
の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。

　鉄道事業における諸施設の工事等を行うにあたり、当社は地方公共団体（又は国土交通省）等より工
事費の一部として工事負担金等を受けております。

　ヘッジ手段

　これまでの資本の部の合計に相当する金額は8,052,943千円であります。

　中間連結キャッシュ・フロー計算書（連結キャッシュ・フロー計算書）における資金（現金及び現金同
等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅
少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

　当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号
平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準
適用指針第８号　平成17年12月９日）を適用しております。

　なお、当中間連結会計期間においては、当該事項はありません。

　当社グループの金利スワップ取引は、金利スワップの特例処理の条件を充たしておりその判定をもっ
て有効性評価に代えております。

　これらの工事負担金等は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を取得した固定資産の取得原価から
直接減額して計上しております。

　ヘッジ対象

　借入金の金利変動リスクをヘッジすることを目的として金利スワップ取引を行っております。

金利スワップ取引

借入金利息

　鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成13年12月25日国土交通省令第151号）第90条の定めによ
る蒸気機関車の全般検査費用に備えるため、当該検査費用の支出見込額のうち当中間連結会計期間負担
額を計上しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引について
は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　当社グループが行っている金利スワップ取引について特例処理を適用しております。
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【注記事項】
　（中間連結貸借対照表関係）

１．担保に供している資産並びに担保付債務
（１）担保資産

千円 千円 千円
4,209,470 4,308,111 4,302,273

（ 2,964,554 ） （ 3,009,110 ） （ 3,021,854 ）

665,537 633,878 615,824
（ 665,537 ） （ 633,878 ） （ 615,824 ）

12,400,314 12,404,482 12,400,314
（ 10,190,867 ） （ 10,195,034 ） （ 10,190,867 ）

71,508 40,495 56,890
（ 71,508 ） （ 40,495 ） （ 56,890 ）

26,220 873,440 1,172,140
17,373,050 18,260,407 18,547,443

（ 13,892,467 ） （ 13,878,519 ） （ 13,885,436 ）

（２）担保付債務

千円 千円 千円
1,779,796 1,660,478 1,645,326

（ 154,200 ） （ 158,600 ） （ 154,200 ）

2,373,829 2,995,687 2,851,051
（ 1,176,500 ） （ 1,329,800 ） （ 1,253,600 ）

79,328 79,328 79,328

475,970 555,298 515,634
4,708,923 5,290,792 5,091,340

（ 1,330,700 ） （ 1,488,400 ） （ 1,407,800 ）

上記のうち（　　）内書は鉄道財団抵当並びに当該債務を示しております。

　（中間連結損益計算書関係）
１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

千円 千円 千円
302,880 339,664 667,284
51,511 56,695 54,079
16,055 18,272 15,384
71,200 52,893 107,783

　（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

１．　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

千円 千円 千円
現金及び預金勘定 783,678 1,078,309 1,117,307
預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 3,161 △ 3,160 △ 3,161
現金及び現金同等物 780,516 1,075,148 1,114,145

　（中間連結株主資本等変動計算書関係）

　当中間連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

発行済株式
普通株式

合計
自己株式
普通株式 　（注）

合計
（注）　普通株式の自己株式の株式数の増加5千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

前連結会計年度末
株式数（千株）　

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株）

15,000 － －
15,000

63
63

－

5
5

－

－
－

15,000

68
68

15,000

当中間連結会計期間
末株式数　（千株）

退職給付引当金繰入額
減 価 償 却 費

賞 与 引 当 金 繰 入 額
給 与 ・ 手 当

前中間連結会計期間末

そ の 他 流 動 負 債

長 期 借 入 金

合 計

長 期 預 り 金

土 地

その他の有形固定資産

前 連 結 会 計 年 度当中間連結会計期間末

短 期 借 入 金

当中間連結会計期間末

合 計

前中間連結会計期間末 前 連 結 会 計 年 度

投 資 有 価 証 券

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

前 連 結 会 計 年 度

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度

前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末
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(リース取引関係）

自 自 自

至 至 至

１． １． １．

中間期末 中間期末 期末残高

残高相当額 残高相当額 相 当 額

5,263 7,306 6,148

－ 967 128

5,263 8,273 6,277

(注) (注)

２． 　未経過リース料中間期末残高相当額等 ２． 　未経過リース料中間期末残高相当額等 ２． 　未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料中間期末残高相当額 　未経過リース料中間期末残高相当額 　未経過リース料期末残高相当額

(注) (注)

３． ３． ３．

支払リース料 支払リース料 支払リース料

４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法 ４． 減価償却費相当額の算定方法

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありま
せん。

　　　　同　　　　左

　　　　同　　　　左

減価償却費相当額

　　　　同　　　　左

　　　　同　　　　左　リース期間を耐用年数とし、残存価額
を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額 1,014 2,320

　支払リース料、リース資産減損勘定の
取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

合 計 合 計5,263

1,662

3,601

1,014

　支払リース料、リース資産減損勘定の
取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

一年以内

一 年 超

　未経過リース料中間期末残高相当額
は、未経過リース料中間期末残高が有形
固定資産の中間期末残高等に占める割合
が低いため支払利子込み法により算定し
ております。

減価償却費相当額

26,526 18,252

3,010

5,263

　　　　同　　　　左

8,273

2,320

一 年以内

一 年 超

相 当 額 相 当 額

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

無形固定資産

14,904 7,597

11,622 10,654

　リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当額
及び中間期末残高相当額

取得価額 減価償却累計額

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

〕
平成18年3月31日

前中間連結会計期間

〔
平成17年4月1日

〕
平成17年9月30日平成18年9月30日

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：千円）

当中間連結会計期間

〔
平成18年4月1日

〕

前 連 結 会 計 年 度

〔
平成17年4月1日

相 当 額

11,634

－

6,371

－

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

無形固定資産

合 計

相 当 額

7,734 7,605

　取得価額相当額は、未経過リース料中
間期末残高が有形固定資産中間期末残高
等に占める割合が低いため、支払利子込
み法により算定しております。

11,634 6,371 合 計

　　　　同　　　　左

合 計

　取得価額相当額は、未経過リース料期
末残高が有形固定資産期末残高等に占め
る割合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。

一年以内

　リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当額
及び中間期末残高相当額

取得価額 減価償却累計額

　リース物件の取得価額相当額、減価償
却累計額相当額、減損損失累計額相当額
及び期末残高相当額

取得価額 減価償却累計額

無形固定資産

リース物件の所有権が借主に移転すると認め
られるもの以外のファイナンス・リース取引

相 当 額相 当 額

そ の 他 の
有 形 固 定 資 産

14,904 8,755

4,316

6,277

　未経過リース料期末残高相当額は、未
経過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため支払
利子込み法により算定しております。

4,432一 年 超

　支払リース料、リース資産減損勘定の
取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

合 計

22,638 16,360

1,845

4,316
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（有価証券関係）

当中間連結会計期間末　　（平成18年9月30日）

１．　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項はありません。

２．　その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

株式 60,141 1,478,701 1,418,559
債券 － － －
その他 － － －

60,141 1,478,701 1,418,559

３．　時価のない主な有価証券の内容 （単位：千円）
摘 要

その他有価証券
　非上場株式 70,986

前中間連結会計期間末　　（平成17年9月30日）

１．　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項はありません。

２．　その他有価証券で時価の有るもの （単位：千円）

株式 59,639 1,415,893 1,356,254
債券 － － －
その他 － － －

59,639 1,415,893 1,356,254

３．　時価のない主な有価証券の内容 （単位：千円）
摘 要

その他有価証券
　非上場株式 72,186

前連結会計年度末　　（平成18年3月31日）

１．　満期保有目的の債券で時価のあるもの
該当事項はありません。

２．　その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

株式 60,139 1,905,447 1,845,308
債券 － － －
その他 － － －

60,139 1,905,447 1,845,308

３．　時価のない主な有価証券の内容 （単位：千円）
摘 要

その他有価証券
　非上場株式 70,986

（デリバティブ取引関係）
当中間連結会計期間　（自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日）

前中間連結会計期間　（自　平成17年4月1日　至　平成17年9月30日）

前連結会計年度　（自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日）

　金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理を適用しているため、開示の対象から除いて
おります。

取 得 原 価 差 額

中間連結貸借対照表計上額取 得 原 価 差 額

合　　　計

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

中 間 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

中間連結貸借対照表計上額

　金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理を適用しているため、開示の対象から除いて
おります。

合　　　計

　金利スワップ取引については、金利スワップの特例処理を適用しているため、開示の対象から除いて
おります。

取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差 額

合　　　計

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
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（セグメント情報）
1. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自　平成18年4月１日　　至　平成18年9月30日）

運 輸 業不 動 産 業卸 売 業 ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業 その他事業 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営業収益

（1） 2,442,471 287,982 259,487 407,236 71,497 3,468,675 － 3,468,675

（2） 3,687 5,624 107,872 1,923 187,270 306,377 （ 306,377 ） －

計 2,446,158 293,606 367,359 409,159 258,768 3,775,053 （ 306,377 ） 3,468,675

営業費 2,375,855 137,411 359,461 361,922 254,922 3,489,573 （ 312,015 ） 3,177,557

営業利益又は営業損失（△） 70,303 156,194 7,898 47,237 3,845 285,480 5,637 291,118

前中間連結会計期間（自　平成17年4月１日　　至　平成17年9月30日）

運 輸 業不 動 産 業卸 売 業 ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業 その他事業 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営業収益

（1） 2,522,536 309,222 277,244 479,089 70,739 3,658,831 － 3,658,831

（2） 3,706 5,662 98,784 1,909 185,696 295,759 （ 295,759 ） －

計 2,526,243 314,884 376,028 480,999 256,435 3,954,591 （ 295,759 ） 3,658,831

営業費 2,498,635 147,520 366,731 418,836 264,563 3,696,288 （ 299,659 ） 3,396,628

営業利益又は営業損失（△） 27,607 167,363 9,297 62,162 △ 8,127 258,303 3,900 262,203

前連結会計年度（自　平成17年4月1日　　至　平成18年3月31日）

運 輸 業不 動 産 業卸 売 業 ﾚｼﾞｬｰ・ｻｰﾋﾞｽ業 その他事業 計 消去又は全社 連 結

Ⅰ 営業収益及び営業損益

営業収益

（1） 4,924,748 596,098 509,650 895,459 205,134 7,131,091 － 7,131,091

（2） 8,738 11,072 213,872 6,444 376,341 616,468 （ 616,468 ） －

計 4,933,486 607,170 723,522 901,903 581,476 7,747,560 （ 616,468 ） 7,131,091

営業費 4,947,259 268,551 714,411 821,586 577,081 7,328,891 （ 638,525 ） 6,690,365

営業利益又は営業損失（△） △ 13,772 338,618 9,111 80,317 4,394 418,668 22,056 440,725

（注） 1. 事業区分の方法

　日本標準産業分類をベースに経営多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分しております。

2. 各事業区分の主要な事業内容

　運輸業…鉄道、バス、索道等の営業を行っております。

　不動産業…建物の賃貸、土地及び建物の販売等を行なっております。

　卸売業…資材の卸しを中心に商品の販売を行っております。

　レジャー・サービス業…遊船、動物園、飲食業等を行っております。

　その他事業…建設業、電気工事業、旅行業等を行っております。

3.

２． 所在地別セグメント情報

３． 海外売上高

　 当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）、前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日）
及び前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）における営業費用のうち消去及び全社の項目に含めた配賦不能営業
費用の金額はありません。

　 当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）、前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日）及び
前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）における本国以外の国又は地域に所在する連結子会社はありません。

　 当中間連結会計期間（自平成18年4月1日　至平成18年9月30日）、前中間連結会計期間（自平成17年4月1日　至平成17年9月30日）及び
前連結会計年度（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）における海外売上高はないため記載しておりません。

（単位：千円）

外部顧客に対する営業収益

セグメント間の内部収益又は振
替高

セグメント間の内部収益又は振
替高

（単位：千円）

外部顧客に対する営業収益

セグメント間の内部収益又は振
替高

外部顧客に対する営業収益

（単位：千円）
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（1株あたり情報）

（注）1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

14,857

（千円）

（千株） 14,933 14,856

197,763 155,916 334,278

（千円）

334,278

－　－－

普 通 株 式 に 係 る
（千円）

期 中 平 均 株 式 数

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

普通株主に帰属しない金額

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

197,763 155,916

自　平成18年4月1日 自　平成17年4月1日

至　平成18年9月30日 至　平成18年3月31日

自　平成17年4月1日

至　平成17年9月30日

当中間連結会計期間 前連結会計年度前中間連結会計期間

1株当たり中間（当期）純利益金額

　なお、潜在株式調整後1株
当たり中間純利益金額につ
いては、潜在株式が存在し
ないため記載しておりませ
ん。

1 株 当 た り 純 資 産 額

22円50銭　　

543円09銭　　

　なお、潜在株式調整後1株
当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在し
ないため記載しておりませ
ん。

前連結会計年度前中間連結会計期間

自　平成17年4月1日自　平成18年4月1日

同　　　左

当中間連結会計期間

539円80銭　　

13円24銭　　

541円89銭　　

10円49銭　　

至　平成18年9月30日

自　平成17年4月1日

至　平成18年3月31日至　平成17年9月30日
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